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   This study examined factors which influence the intention of evacuation behavior. We expected that the behavioral 

intention of evacuation is determined by six cognitive factors; perceived risk, response-efficacy, self-efficacy, response 

cost, descriptive norm, injunctive norm.We conducted a survey using a standard questionnaire in Kochi prefecture and 

identified the six factors. The standard questionnaire revealed that the factors affecting the intention of evacuation 

behavior differed depending on the residence and residence period.And srveys in multiple regions have the same result 

that the influence of subjective norms was large. 
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１．はじめに 
 

津波や風水害による人的被害を低減するには，避難行

動が一つの有効な対策といえる．しかし，災害危険時に

自治体による避難勧告などを聴取しても避難行動をしな

い住民も少なくない．こうした現状から，防災研究分野

では多くの事例調査研究が行われ，避難行動に影響する

様々な要因が指摘されている 1)．たとえば，大雨や揺れ

の体感，気象警報や避難勧告等の情報覚知，また事前の

リスク認知や準備状況等の影響も指摘されている．しか

しこれらの知見を，災害種別や事例をこえて汎用的に体

系的に把握する理論的・実証的な研究はまだ十分とはい

えない 2)． 

避難行動に関する意思決定プロセスを考察するには，

実際の災害時の状況を対象に，被災地における事後の調

査が必要である 3) 4)．しかし災害の発生頻度は高くはない

ことから，調査を重ねて知見を蓄積することは容易では

ない．一方，被害の予防を目的として，災害発生前の事

前対策を検討するためには，平常時における避難行動に

関する住民意識の理解も有用と考えられる．平常時の避

難行動意図であれば，災害の懸念される任意の地域で災

害発生前に調査が可能である．その調査結果から，当該

地域の住民の避難に関する状況認識や意識構造にもとづ

き，避難行動の促進のために優先して実施すべき対策項

目の選定や内容検討に貢献できる可能性がある． 

そこで，本研究では平常時の避難行動意図について，

南海トラフ地震等によって大きな人的被害の懸念されて

津波災害を対象に調査研究を行なった．平常時の津波避

難行動意図の規定要因については多くの既往研究がある．

本研究と同じく南海トラフ地震の懸念されている西日本

の津波浸水区域の住民への大規模なアンケート調査を行

なった結果では，津波の到達時間と高さの予想，自宅の

被害予想といった『リスク認知』として捉えられる要因

が避難行動意図を促進していた 5)．また静岡県民への調

査でも，『リスク認知』にあたる津波被害への懸念が避

難意図を促進していることが報告されている 6)．そして

避難場所の選定要因として「避難地自体が安全とは思わ

ないから」「避難地へ行く途中の道に危険なところがあ



 

 

2 

 

るから」などの理由が報告されている．これらは避難場

所に対する『効果評価』、避難場所まで安全にたどり着

けるかどうかの『実行可能性（自己効力感）』と捉える

ことができよう． 

そして関谷・田中（2016）は，防災分野における既往

研究（e.g., Soren (2006)）の知見から網羅的に 12 の要因を

仮定し，日本海に面した北海道から山陰地方にわたる 4

市の津波浸水区域の住民を対象とした調査を行った 7)8)．

その結果，津波避難意図に対して寄与する要因は多くは

なく，「リスク認知」「規範」「心理コスト」に相当す

る因子が影響を有していた． 

こうした既往調査で平常時の津波避難行動図への寄与

が指摘されている複数の要因を包括するモデルとして，

「リスク認知」「効果評価」「実行可能性（自己効力

感）」「主観的規範」「記述的規範」「コスト」の 6 つ

の認知要因による心理モデルが提案されている 9)10)．モ

デルにおける要因の選定では，避難行動に類似する健康

予防行動や環境配慮行動分野での社会心理学的な心理モ

デルを参照した上で，津波を含む自然災害全般に適用可

能と想定される抽象的な心理要因が選定されている．そ

して統計モデルとしての説明力と，分析結果を解釈し防

災対策を検討する際の実用性の観点から要因数を 6 に留

めている．静岡県における質問紙調査の結果では，「リ

スク認知」「主観的規範」「記述的規範」「コスト」お

よび「効果評価」「実行可能性」の合併した「避難の安

全性評価」の 5 因子のみが抽出されている．因子が合併

した原因としては，調査地の地形に起因した対象者の認

知の偏りが推測されている．そして平常時の津波避難意

図に対しては「リスク認知」「効果評価」「主観的規範」

の因子が有意な影響を及ぼす結果であった 10)． 

本調査研究では，これら既往研究を踏まえ，上記の 6

要因モデルの，汎用的な津波避難意図の心理モデルとし

ての頑強性を検証することを第一の目的とした．検証に

あたっては，住民属性の多様性を確保できるよう津波の

危険な調査地域を選定し，同モデルにもとづくアンケー

ト調査を実施した．そしてこうした汎用的な調査フレー

ムの有用性を明らかにすることを目指し，調査結果にも

とづき，住民属性ごとに津波の避難行動意図への影響要

因の相違点を検出し，避難意図の促進に有効と推測され

る施策を考察した．  

次章では，本稿で対象とした 6 要因の避難行動意図モ

デルの概要を記述する．続く 3 章で，高知市における質

問紙調査の内容と分析結果を報告する．そして 4 章では

本調査フレームの平常時の津波避難行動意図への適用の

頑強性と，既往調査と共通して大きな影響を有していた

規範意識について考察を行なった．また，汎用的な避難

に関する調査フレームとして他種別の災害への適用可能

性についても考察する． 

 

 

２．平常時の避難意図の規定要因について 
 

(1)避難行動意図への影響要因 

本稿で検証し考察に用いた避難行動意図の心理モデル

では，平常時の避難意図に関する既往の災害研究と，社

会心理学分野におけるリスク回避行動に関する意思決定

モデルをレビューし，避難行動意図に関連深いとみなさ

れる要因が選定されている 10)．個人的リスク回避行動の

側面の強い健康予防行動と社会的リスク回避行動の側面

の強い環境配慮行動分野の双方のレビューから，「修正

防御行動理論」11)12) 13)（Rogers, 1975,1983，木村 1997）

「合理的行動理論」14) (Ajzen and  Fishbein, 1980)「計画的

行動理論」15) (Ajzen，1991)，「二重動機モデル」16)（大

友・広瀬,2007）などが参照されている．そして，平常時

の避難行動意図の規定要因としては適切性が低い要因

（「内的報酬」など）は除き，重複する概念（例：「外

的報酬」「主観的規範」「命令的規範」）はまとめるな

どの整理が行われ，「リスク認知」「効果評価」「実行

可能性」「主観的規範」「記述的規範」「コスト」の 6

要因が設定されている．このうち「コスト」のみが，ネ

ガティブに「避難行動意図」に寄与し，それ以外の要因

はポジティブに「避難行動意図」に寄与すると仮定され

ている． 

避難行動における「リスク認知」は，土砂災害や津波

発生時に自宅にいた場合のリスク認知である．一般にリ

スクは「深刻さ」と「生起確率」から構成されるが，本

モデルでは将来に地震津波などが発生した際の避難行動

意図が対象とされ，津波の発生は確率事象ではなく所与

条件となるためリスク認知は「深刻さ」に限定される． 

「効果評価」は，避難場所の「効果評価」に限定し，

自宅を離れて避難場所まで到達することができた際に得

られる防災効果として設定されている．一方，避難行動

の「実行可能性」は，その避難場所までたどり着くこと

が可能か否かの認知要因とされている．避難場所までの

移動の「実行可能性」と，避難場所の「効果評価」とは，

概念的には相互に独立な変数となる．また「コスト」要

因は，財産や健康，社会的役割等への配慮など，自宅を

離れて避難場所へ移動することを抑制する心理要因とし

て「実行可能性」とは異なる変数として設定されている． 

「主観的規範」は，その人がある行動をすべきと周囲

に期待されているかどうかに関する規範的信念である．

「記述的規範」は，実際に周囲の多くの人が実施してい

ると認識している行動に沿った行動選択を促す要因であ

る．「記述的規範」は，環境配慮行動分野では周囲の

人々がゴミの分別をしているかなど日常的な実態から規

定されるが，災害発生時の津波避難行動は仮想状況のた

め，「あなたは，津波の際に周囲の多くの人々が避難す

ると思うか」などの仮定表現で測定することとなる． 

 

(2)平常時の津波避難行動意図の調査フレームについて 

前項で記載した避難行動意図の心理モデにおける 6 要

因は，自然災害に共通して適用が可能な抽象的な心理要

因として設定されている．当該モデルを実際の地域住民

に適用する際には，具体的な災害種別と対応する設問文

が必要となる．本調査研究では，津波災害を対象として

設問文を具体化に作成した．  

被説明変数となる「平常時の津波避難行動意図」は，

「ご自宅にいるときに次のようなことがあったら津波の

ことを考えて，あなたは直(ただ)ちに避難しますか．」

との設問を「強い揺れを感じたとき」「長い揺れを感じ

たとき」「大津波警報を見聞きしたとき」「市から避難

勧告・避難指示などを聞いたとき」の 4 項目について尋

ね，それぞれの項目について「必ず避難する」「たぶん

避難する」「たぶん避難しない」「避難しない」の 4 段

階尺度で評定される． 

そして，説明変数となる前述の 6 つの心理要因を津波

避難行動の場合に測定するために，各要因に対して 3 問

ずつからなる合計 18 の調査項目が作成されている（表
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1）．各項目は「全くそう思う」「ややそう思う」「あま

りそう思わない」「全くそう思わない」の 4 段階尺度に

よって評定される．18 の設問文は個々の事例に依存しな

い共通性の高い表現で作成されており，異なる地域や時

期での比較検討を行うことができるよう作成されている． 

ただし，これら 6 つの心理要因自体は，防災対策によ

って直接に操作可能な外的要因ではない．そこで，汎用

的な心理要因にかかわる 18 の設問群に加えて，それら心

理要因を規定する先行要因となる具体的な事項を別に設

問する調査フレームとなっている．例えば，避難場所の

「効果評価」の先行要因としては，避難場所の「高さ」

「頑丈さ」「スペースの広さ」などが設けられる．これ

ら先行要因に関する質問項目は，調査対象地域に実態に

即した内容で作成することにより，調査結果の分析から

各地域の予防対策の参考となる知見を得ることが企図さ

れている．本調査フレームを用いた，ある地域での調査

結果において，仮に避難行動意図の促進に最も大きな影

響を及ぼす要因が「効果評価」であり，さらにその「効

果評価」を規定していた大きな要因が「スペースの広さ」

であった場合には，避難場所の収容人数を増やす対策が

重要であることが示唆されることとなる．こうした本稿

で検証した調査フレームの全体模式図を図 1 に示す． 

 

 

３．アンケート調査の実施 
 

(1) 概要 

前章の避難行動に関する心理モデルについて，既往の

調査における因子分析の結果では，仮定している 6 因子

全てが分別され抽出されてはいない 10)．各因子が分別さ

れなかった原因は，調査対象地で避難場所と津波襲来時

間とに地形的に関連があるため因子間に相関が生じた可

能性などが指摘されている．そこで 6 因子の妥当性を検

証するため，本調査では調査回答へ偏りの生じないよう

調査地を選定することとした． 

 
図 1 調査フレームの模式図 

 

また既往調査では，避難行動意図に対して規範意識に

有意な影響がみられたことから，本調査では規範意識の

先行要因に関する設問項目を新たに設けた．記述的規範

意識への先行要因として，周囲の人々の地域の防災活動

への参加度の認知に関する「地域の自主防災組織の活動

（防災訓練や講習会）に，あなたの周りの人は参加して

いますか」との質問を設けた．さらに，こうした地域の

防災活動へ回答者自らの参加について「あなたは，地域

の自主防災組織の活動（防災訓練や講習会）に参加して

いますか」との質問を，主観的規範意識と関連する項目

として設けた．  

また規範意識に影響する認知要因としては，環境配慮

訓練への参加状況

避難場所の広さ

災害事象の
リスク認知

避難場所の
有効性

避難行動の
実行可能性

避難の
コスト認知

避難に関する
主観的規範

避難に関する
記述的規範

平常時の
避難行動

意図

避難行動

避難場所の頑丈さ

災害危険時
の行動

認知的要因災害種別
居住地・世帯属性等
に依る個別状況

津波の浸水深さ

自分の体力

避難経路の安全性

避難場所までの距離

地域での役割

ペット 家財

地域での訓練の
実施状況

日頃の地域活動

表 1 平常時の避難行動意図に関する設問項目の一覧 7) 

 

分類 質問項目 正逆

リスク認知 自宅の建物は、津波に対して危険だと思う +

自宅まで、たいした津波は来ないと思う -

津波がきたとき、自宅に残っていても、たいした危険にはあわずにすむと思う -

効果評価 避難場所は津波に対して安全だと思う +

いまの避難場所では、津波に対して十分ではないと思う -

避難場所までたどりつければ命が助かると思う +

実行可能性 地震の後に、すぐに家から逃げ出しても、無事に避難できる自信がない -

地震のとき、急いで家から逃げても、途中で津波に巻き込まれてしまうと思う -

地震が起きた後、すぐに家から逃げ出せば、避難場所まで無事にたどり着くことができると思う +

コスト 家を離れて避難をしても、失うものやできなくなって困ることはない -

避難をすると、支障がでてしまう大事なことがあると思う +

避難をすると、大切なものを失ってしまうかもしれないと思う +

記述的規範 強く長い揺れを感じたら、周りの人は、すぐに避難すると思う +

大きな地震があっても、周りでは、すぐに逃げる人は少ないと思う -

津波警報が出たら、地域の人の中で避難する人は多いと思う +

主観的規範 周りの人は私に対して「大きな地震のときはあなたも避難したほうがいい」と思っている +

大きな揺れの後に自分が避難しないでいても、周りからとがめられることはないと思う -

地震が起きたら、周りの人も私が避難することを望んでいると思う +

※逆転項目を「－」として記載した
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行動分野の行動変容における規範意識を重視している

「規範活性化理論」(Schwarz, 1977)では，重要性認知と

「責任帰属認知（Ascribed responsibility）」が挙げられて

いる 18)．すなわち，対処行動をとる責任が自分自身にあ

るとする責任感である．そこで，「津波から身を守るの

は，自分自身だと思う」「自分が避難することで，津波

の被害は避けられると思う」，逆転項目としての「津波

がきたら，自分にできることはない」の 3 項目を 4 尺度

で尋ねる設問を作成した． 

(2) 調査地域の選定 

調査対象地域を，各設問項目への回答が幅を有するよ

うに選定した．津波避難の実行可能性評価の回答が偏ら

ないように，津波からの避難が物理的に極めて困難な地

域は避けることとし，津波襲来時間が 20 分以上ある地域

から選定することとしした．その上で，リスク認知に影

響すると想定される回答者の居住階数が幅をもつよう，

低層の一戸建から高層の共同住宅まで存在する地域を選

定することとした．そして規範意識などに影響する可能

性を想定した居住年数についても，偏らないよう選定す

ることした．具体的には，2015 年国勢調査における「住

宅の建て方別世帯数」データおよび「居住期間」データ

を参照するとともに現地確認を経て，調査への協力の得

られた高知県高知市の S地区周辺を選定した（図 2）． 

 

 
図 2 調査地区の津波浸水深 

 

南海トラフにおける最大クラスの津波の場合に，地震

発生後に当該地区の浸水深が 30cm以上となる時間は，市

の津波ハザードマップでは，南部が最も早い地区で 30 分

程度，北部では遅くなり 60分程度である 17)．浸水深は，

概ね 1 メートルから 3 メートル，深いところで 3 メート

ルから 5 メートル程度の浸水が予測されている．調査地

区は平坦な平地となっており，地区内には高台は無い．

避難場所としては，小学校や行政庁舎などの指定避難場

所のほか，マンションなど多くの高層建物が津波避難ビ

ルとして指定され，4 階以上が避難場所となっている

（図 3）． 

 

  
図 3 調査地区外観（左:高層共同住宅，右:一戸建て） 

(3)調査の実施 

アンケート調査は 2019 年 2 月に実施した．調査票を対

象地区の全戸に配布し，郵送で回収した．調査対象者は，

各世帯のなかで 1 月 1 日から最も早く誕生日がくる高校

生以上に回答を求めることにより，無作為に 1 名が抽出

されるようにした．2,458 票の配布に対して，570 票の有

効票が回収され，回収率は 23.2％であった． 

回答者の属性をみると，現在の居住地区への居住年数

は 30 年以上と長い者が約 4 割を占める一方で，5 年未満

と短い回答者も約 2割を占め多岐にわたる（図 4）．そし

て住居の形態については，一戸建ての居住者と，共同住

宅の居住者はほぼ同数である．また，4 階以上の高層階

に居住する回答者も 16％を占めた．  

 

 
図 4 現在の居住地区における居住年数 （N=479） 

 

こうした居住場所に暮らす回答者に対して，本調査票

では「避難」について「自宅を離れて，別の場所（住ん

でいるマンションの高層階，近隣の津波避難ビル，小学

校など）に避難」と表現し，自宅から離れて移動するこ

とを『避難』と定義している． 

 

 
図 5 住居の形態・階数(N= 570) 

 

(4)仮定した規定要因に関する検討 

平常時の避難行動意図に寄与すると仮定した 6 つの心

理要因の妥当性を検証するため，18 項目を対象とした因

子分析（主因子法，プロマックス回転）を行った．関連

する設問に有効な記入のあった全回答者を対象に，因子

数は指定せずに解析した結果を表 2 に示す．Kaiser-

Meyer-Olkinの統計量は 0.75であり，作業仮説どおりの因

子構造が得られた．第Ⅰ因子は主観的規範に関わる 3 項目

のみから構成されている．第Ⅱ因子は正負が反転し，実

行可能性に関わる 3 項目から構成されている．第Ⅲ因子

はリスクに関わる 3 項目，第Ⅳ因子は効果性評価に関わ

る 3項目から構成されている．第Ⅴ因子は正負が反転して

た記述的規範に関わる 3 項目から構成されている．第Ⅵ

因子はコストに関わる 3 項目から構成されている．また

因子間の相関には，0.5 を超える強い相関関係はなかった． 

101 62 92 60 234 21

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５年未満 ５年以上１０年未満 １０年以上２０年未満 ２０年以上３０年未満 ３０年以上 無回答

13 221 92 18 2015 39 44 86 1210

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平屋（アパート含む） ２階建ての一戸建て

３階建て以上の一戸建て ２階建ての共同住宅の１階

２階建ての共同住宅の２階 ３階建て以上の共同住宅の１階

３階建て以上の共同住宅の２階 ３階建て以上の共同住宅の３階

３階建て以上の共同住宅の４階以上 その他

無回答
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(5)避難行動意図への影響要因について 

a) 概要  

前節の因子分析で確認した 6 因子の因子得点を説明変

数として，平常時の「避難行動意図」を目的変数とする

重回帰分析を行った．なお，第Ⅱ因子と第Ⅴ因子について

は正負を反転させて解析した．一方，目的変数となる

「避難行動意図」について設問した 4 項目とも「必ず避

難する」「たぶん避難する」「たぶん避難しない」「避

難しない」までの等間隔尺度とみなし，項目間の相関が

高いことから，単純加算して尺度として設定した． 

関連する設問に有効な記入のあった全回答者を対象と

したステップワイズ法での重回帰分析の結果を表 3 に示

す．調整済み重決定係数は 0.22 であるが「主観的規範」

と「リスク認知」の 2 要因が投入されたモデルが採用さ

れた．各要因の平常時の避難行動意図への標準化偏回帰

係数をみると，最も影響力の高い因子は「主観的規範」

であり，両係数とも正の値であった．その増加が平常時

の避難行動意図を高めることから，当初に仮定している

心理モデルと整合した結果である． 

 

表 3 避難行動意図を目的変数とした重回帰分析 

(N=472) 

 
 

b) 居住階数による違い  

避難意図の促進を図る防災対策の検討においては，各

住民に効果のある要因を明らかにして，それぞれに効果

の期待される対策を検討する必要がある．本調査では，

居住場所や居住年数などの異なる住民が対象とした．こ

れらの属性の違いによって，避難行動意図に影響する要

因が異なっている可能性がある． 

居住場所ごとの意識構造を確認するため，自宅の位置

が高い場所の回答者と，自宅の位置が低い場所の居住者

に層別して解析を行なった．当該地域では，一部のマン

ションの 4 階以上が津波避難ビルとして指定されている

ことから，共同住宅の 4 階以上の高層階に居住する回答

者と，それ以外の一戸建てや共同住宅の 3 階以下の低層

階に居住する回答者に層別した．層毎に重回帰分析を行

った結果を整理した表 4 をみると，共同住宅 4 階以上の

居住者では，採用された因子は前述の表 3 と同じである

ものの，「リスク認知」の標準偏回帰係数が大きい値と

なっている．高層階に居住する回答者が，居室を離れて

高層階等に移動するなど避難をするかどうかの意向には，

津波へのリスク認知の高低が大きく影響していることと

なる．その一方で，高層階に居住していない回答者を対

象とした分析結果では，主観的規範と記述的規範の 2 要

因が採用され，リスク認知は除外された． 

 

表 4 避難行動意図を目的変数とした重回帰分析  

 
 

表 5 に，居住階数とリスク認知の因子得点との関係を

整理した．共同住宅の 4 階以上と高い自宅に居住する回

答者のリスク認知は，それ以外の低い階の自宅に居住す

る回答者に比べて，リスクを低く認知している傾向の有

意差があった（P<0.05）．そして標準偏差をみると，共

同住宅 4 階以上に居住する回答者でもリスク認知には幅

がある状況であった．こうした高層階居住者のリスク認

知の高低が，自宅を離れて避難する行動意図に影響を及

ぼしていることとなる． 

 

表 5 リスク認知の因子得点（居住場所別）  

 

標準偏回帰係数（β） t値 有意確率 VIF

主観的規範 0.385 8.001 0.000 1.410

リスク認知 0.131 2.717 0.007 1.410

（居住場所：3階建て以上共同住宅の4階以上に居住　Ｎ＝76）

標準偏回帰係数（β） t値 有意確率 VIF
主観的規範 0.338 2.754 0.007 1.700

リスク認知 0.317 2.577 0.012 1.700

（居住場所：一戸建て、および、共同住宅3階以下に居住　N=396）

標準偏回帰係数（β） t値 有意確率 VIF
主観的規範 0.348 7.005 0.000 1.188
記述的規範（逆） -0.144 -2.899 0.004 1.188

度数 平均 標準偏差

共同住宅４階以上 76 -0.69 0.88

一戸建て，共同住宅３階以下 396 0.13 0.83

表 2 因子パターン（主因子、プロマックス回転後）（N=479） 

 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ h
2

地震が起きたら、周りの人も私が避難することを望んでいると思う .92 .09 -.08 -.06 -.02 -.08 .72

周りの人は私に対して「大きな地震のときはあなたも避難したほうがいい」と思っている .78 -.09 .01 -.04 .04 .04 .64

大きな揺れの後に自分が避難しないでいても、周りから　とがめられることはないと思う -.29 .11 -.06 .04 .12 .00 .16

地震のとき、急いで家から逃げても、途中で津波に巻き込まれてしまうと思う .09 .73 -.03 .04 .07 .02 .50

地震の後に、すぐに家から逃げ出しても、無事に避難できる自信がない -.04 .68 .14 .01 .03 .12 .56

地震が起きた後、すぐに家から逃げ出せば、避難場所まで無事にたどり着くことができると思う .13 -.67 .12 .11 .09 .11 .57

自宅の建物は、津波に対して危険だと思う -.03 .05 .81 -.06 .12 -.01 .62

津波がきたとき自宅に残っていても、たいした危険にはあわずにすむと思う .00 .08 -.71 .02 -.01 -.02 .51

自宅まで、たいした水は来ないと思う .03 -.02 -.51 -.02 .13 .12 .28

避難場所は津波に対して安全だと思う -.12 .03 .06 .88 -.01 -.01 .70

いまの避難場所では、津波に対して十分ではないと思う .04 .02 .21 -.51 .02 .04 .33

避難場所までたどりつければ命が助かると思う .17 -.25 .02 .38 .03 .01 .39

大きな地震があっても、周りでは、すぐに逃げる人は少ないと思う .06 .08 .11 .03 .84 .01 .67

強く長い揺れを感じたら、周りの人はすぐに避難すると思う .22 .10 .13 .08 -.48 .05 .44

津波警報が出たら、地域の人で避難する人は多いと思う .19 .07 .17 .06 -.36 .04 .31

避難をすると、支障が出てしまう大事なことがあると思う .07 .02 -.13 -.02 .11 .62 .40

避難をすると、大切なものを失ってしまうかもしれないと思う .00 .15 -.01 .08 -.04 .60 .43

家を離れて避難をしても、失うものやできなくなって困ることはない .18 .16 -.03 .14 .18 -.43 .22

因子間相関 Ⅰ -.29 .47 .30 -.31 .12

Ⅱ .02 -.49 .21 .34

Ⅲ -.05 -.27 .18

Ⅳ -.12 -.10

Ⅴ -.08



 

 

6 

 

c) 居住年数による違い  

前項の居住階数で層別した上で，居住年数の長短によ

る，避難行動意図への影響の違いを確認した．4 階以上

の高層共同住宅に居住する，居住歴 30 年以上の回答者は

少なかったことから，一戸建ておよび共同住宅の 3 階以

下の居住者を対象に，重回帰分析を行った． 

結果を示した表 6 をみると，居住年数が 30 年未満と短

い回答者では，主観的規範と記述的規範がそれぞれ要因

として採択されたのに対して，居住年数が 30 年以上と長

い回答者では，記述的規範は採択されない結果となった．

この結果から得られる防災対策への示唆として，居住年

数の短い住民は「地震の大きな揺れがあったら周囲の多

くの住民は避難するだろう」と考えるようになれば，避

難意図は高まると期待される． 

 

表 6 避難行動意図を目的変数とした重回帰分析 

 
 

表 7 には，一戸建ておよび共同住宅 3 階以下に居住す

る回答者における，記述的規範の因子得点と居住年数と

の関係を整理した．結果をみると，居住年数の長短によ

る，記述的規範意識の強弱への有意な差はみられなかっ

た（有意確率＝0.988>0.05）． 

 

表 7 記述的規範の因子得点（低層階居者居住年数別） 

 
 

(6)規範意識への影響要因について 

前節の重回帰分析の結果では一貫して，主観的規範意

識が，避難行動意図に最も大きく有意な影響を及ぼす因

子であった．そして客観的に津波リスクの高いといえる

低層階の回答者においては，記述的規範も避難行動意図

に有意な影響を及ぼしていた．また，津波避難行動に関

する記述的規範意識の強弱には，居住年数の長短による

顕著な違いは見られなかった． 

次にまず記述的規範意識と，周囲の人々が地域防災活

動へどの程度参加しているかの認知との関係を確認した．

表 8 に，記述的規範の因子得点を「地域の自主防災組織

の活動（防災訓練や講習会）に，あなたの周りの人は参

加していますか」との設問への回答選択肢ごとに整理し

た．参加者の多寡の評価は 4 尺度で尋ねた結果を 2 尺度

に併合している． 

結果を見ると，地域の防災活動に参加している住民が

多いと認識している回答者の方が，少ないと思う者およ

び活動状況が分からないとする者よりも，記述的規範意

識の高い傾向が見られたが，有意なほどではなかった

（有意確率=0.072>0.05）． 

  

表 8 記述的規範の因子得点 

（周囲の地域防災活動への参加度の認知別） 

 
 

次に，主観的規範意識と，自らの地域防災活動へどの

程度参加しているかとの関係を確認した．表 9 には，主

観的規範の因子得点を「あなたは，地域の自主防災組織

の活動（防災訓練や講習会）に参加していますか」との

設問への回答選択肢ごとに整理した．参加程度の評価は

4尺度で尋ねた結果を 2尺度に併合している．結果を見る

と，自ら地域の防災活動に多く参加していると認識して

いる回答者の方が，主観的規範意識が高い有意差があっ

た（有意確率=0.00<0.05）．ただし，地域防災活動への

参加の度合いは実際の回答者の行動であるため，地域防

災活動への参加経験を通じて主観的規範意識が高まった

のか，あるいは，主観的規範意識の高い者ほど地域防災

活動へ参加をするのか，区別は困難である．  

 

表 9 主観的規範の因子得点 

（自らの地域防災活動への参加度別） 

 
 

そして，津波避難行動に関する「責任帰属認知」に関

わる3項目を4尺度で尋ねた結果を単純加算した尺度と，

主観的規範の因子得点との相関は 0.22 となり，弱い正の

相関を有意に示していた． 

 

 

４．考察 
 

(1) 津波避難行動意図の規定要因について  

居住年数や住居が多様な地域における因子分析の結果，

仮定した「リスク認知」「効果評価」「実行可能性」

「主観的規範」「記述的規範」「コスト」の 6 因子が抽

出された．そして津波避難行動意図を目的変数とした重

回帰分析の結果，他地域での津波避難行動に関する調査

と共通し「主観的規範」因子が最も大きな影響を有意に

及ぼしていた．その一方，回答者属性ごとに解析を行っ

た結果，住民属性によって津波避難行動意図に寄与する

因子は異なっていた． 

また，平常時の津波避難行動意図に寄与する心理要因

とその規定要因を，住民属性ごと定量的に比較した．そ

して住民グループごとに，有効と期待される対策を定量

的に考察することができた．汎用的な調査フレームを共

通して用いることにより，定量的な地域間や属性間の比

較を行い易くなったといえる． 

 

(2) 規範意識について  

「記述的規範」については，居住年数によらず，平時

の地域防災活動に周囲の住民が多く参加していると認知

している回答者の方が高い傾向があった．「主観的規範」

にも，回答者自身の地域防災活動への参加状況と有意な

関連があった．居住年数と異なり，地域防災活動への住

（居住場所：一戸建て、および、共同住宅3階以下に居住）

　居住年数：30年以下　　N=152)

標準偏回帰係数（β）t値 有意確率

主観的規範 0.320 4.622 0.000

記述的規範 0.159 2.301 0.022

（居住場所：一戸建て、および、共同住宅3階以下に居住）

　居住年数：30年以上　　N=204)

標準偏回帰係数（β）t値 有意確率

主観的規範 0.401 5.703 0.000

度数 平均 標準偏差

居住年数：30年未満 209 0.01 0.86

居住年数：30年以上 172 0.01 0.90

度数 平均 標準偏差

参加者は多いと思う 252 0.08 0.86

参加者は少ないと思う 159 -0.05 0.84

わからない 68 -0.17 0.91

度数 平均 標準偏差

参加している方だと思う 359 0.06 0.92

参加していない方だと思う 92 -0.10 0.88

わからない・地域防災活動はない 13 -0.79 0.64
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民の参加動向は，防災対策により介入の可能な要因であ

る．地域住民の防災訓練への参加率を高めることで，規

範意識を高め，津波避難行動意図を促進に寄与できるこ

とが示唆されよう． 

また，平常時の津波避難行動意図へ最も影響力の高い

結果であった「主観的規範」には，地域防災活動への回

答者の参加状況とともに，「責任帰属認知」との相関が

みられた．これらの防災に関わる平常時の行動や意識と，

津波避難行動意図の因果関係を明らかにするためには，

継続的なパネル調査や質的な聞き取り調査を用いた研究

により，さらに詳細な検討が必要と考える．  

 

(3) 避難行動意図の規定要因について  

本研究調査は，平常時の津波避難行動意図を対象して

データ分析を行なった．分析に用いたモデルにおける 6

つの心理要因を測定する調査票の 18 の設問文は，津波災

害に適応させた文章となっている．また心理要因を規定

する先行要因については，当該地域の津波防災に関わる

具体的な事項を別途に設問をする調査フレームとしてい

る．例えば避難場所の心理的な「効果評価」に関わる具

体的な事項としては，避難場所の津波への強さや，収容

人数等を別途に設問してる． 

こうした本調査フレームにおける「主観的規範」や

「効果評価」などの 6 つの心理要因の概念までは，防御

行動理論や計画的行動理論など健康予防行動や環境配慮

行動分野で用いられている要因を参照し，津波に限らず

避難行動全般に適用できるよう汎用的な要因としてモデ

ル化されている．今後，本調査フレームを用いた調査を

他の災害種別を対象にも実施していくことによって，ど

の災害種別でも共通して避難行動意図への大きな影響を

有する要因の抽出や，逆にそれぞれの災害種別において

特徴的に影響の大きな要因などを浮き彫りにしていきた

いと考える． 

すでに津波避難行動以外の自然災害についても，その

平常時の避難行動意図に関する多くの調査研究が行われ

ている 19)20)21)．例えば，田中ら（2016,2018）では，水害

時の住民避難に関する研究のレビューを行った上で，河

川氾濫からの避難行動のモデル化と茨城県常総市でのア

ンケート調査を行なっている，当該モデルでは多くの具

体的な設問項目は採用しているが，その多くは本調査の

抽象的な心理要因に含まれる．例えば，「避難途中の洪

水遭遇」「経路中の危険箇所」などは本調査フレームの

「実行可能性」因子に，「家財の盗難」や「避難所での

共同生活」などは「コスト」因子に含まると解釈できよ

う．また「気象情報への理解度」「経験による楽観」な

どは「リスク認知」に関連しよう．ただし本調査フレー

ムでは，避難行動意図に対する直接的な説明変数を心理

要因のみで構成する構造としており，災害体験そのもの

は採用してない．体験の有無や内容によって，避難の促

進方向にも抑制方向にも影響を受けうるであろう「リス

ク認知」や「実行可能性」などの心理要因を，避難行動

意図に直接的に影響する要因としみなして測定している．

災害体験は，これらの心理要因を規定する先行要因とし

て分離する設計としている．  

また田中ら（2018）の茨城県常総市での事例分析では，

「避難の必要性」が複数の調査エリアで共通して，避難

行動意図へ影響を及ぼす結果であった 20)．津波避難を対

象とした本調査でも同様に，リスク認知が平常時の避難

行動意図に有意な影響を及ぼしていた．ただし本研究で

は，平常時の津波避難行動意図に対して，規範意識がよ

り強い影響を及ぼしていた．地域社会の集団的な行動の

側面の強い津波避難では，規範意識の影響がより大きい

ことが示唆される．一方で，大津波警報に比べて大雨警

報の発表状況では，情報を受信した住民における危険性

の認知に幅が広く，リスク認知の影響が強く顕れる可能

性もあろう．今後，汎用性の高い本調査フレームを用い

た調査を，他の災害種別にも重ねて行い，こうした災害

種別による相違点を定量的に検証していきたい． 

一方で本調査フレームは，調査結果にもとづき合理的

な防災施策への知見を得ることを企図しているため，認

知的アプローチを重視し，他の先行研究では検討されて

いる「恐怖」などの感情に関わる要因までは採用してい

ない．人々の避難行動の構造を探求するためには，本調

査フレーム以外の多様なアプローチによる研究からの知

見にもとづき，総合的に考察していくことが望まれよう． 

 

 

５．まとめと今後にむけて 

 
平常時における津波避難行動意図に関する要因として

「リスク認知」「効果評価」「実行可能性」「主観的規

範」「記述的規範」「コスト」の 6 要因を仮定したモデ

ルの検証を行った．住民属性の多様性を確保できるよう

調査地域を選定し調査を行なった結果，想定した６因子

が分別された．6 要因を仮定することの妥当性は確認で

きたといえよう．設定した 6 つの心理要因は、社会心理

学分野での一般的な概念に基づきながら，避難場所に対

する「効果評価」，避難場所に至る「実効可能性」など

と，防災対策における意味合いは明確である．要因数も

6 要因と少ないことから，本調査フレームにもとづく意

識調査の結果を解釈し，防災対策への示唆を得る際の利

便性は高いと考えられる． 

津波避難行動意図を目的変数とした重回帰分析の結果

では，「リスク認知」と「主観的規範」因子が有意に影

響を及ぼしていた．そして「主観的規範」が最も大きな

影響を有する結果は，本調査フレームによる既往調査と

同様の結果であり，平常時の津波避難行動意図への「主

観的規範」の広範な影響が示唆される．今後，他の地域

での調査を重ねるとともに，土砂災害のように世帯ごと

との避難行動となる他の自然災害の場合についても同様

の傾向が見られるか調査し比較を行なっていきたいと考

える． 

そして，本調査地域のなかで津波リスクの相対的に低

い高層階の回答者においては，リスク認知因子も避難行

動意図を促す有意な影響がみられた．一方，低層階の居

住年数の短い回答者には，「記述的規範」因子も避難行

動意図を促す有意な効果がみられた．防災対策に対して

は，リスクの高いとみなされる低層階の住民の避難行動

意図を高めるには，規範意識の向上が有効であることが

示唆される． 

「記述的規範」因子への先行要因として，居住年数は

直接的な影響はみられなかった一方で，平時の地域防災

活動に周囲の住民が多く参加していると認知している回

答者の方が，「記述的規範」が高い傾向があった．そし

て「主観的規範」には，回答者自身の地域防災活動への

参加状況とともに，「責任帰属認知」との相関がみられ

た．防災対策への示唆としては，地域住民の防災訓練へ

の参加率を高めることや，いわゆる防災における「自助」
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意識を高めることが，避難行動に関する規範意識を高め，

ひいては津波避難行動意図を促進することが期待される． 

なお，本稿で対象とした平常時の津波避難行動意図と，

実際の地震発生時の避難行動との関係を明らかにする必

要がある．今後，平常時に津波襲来危険地域における本

フレームでの調査地域を増やすことによって，それら調

査地域で津波警報等が発表された際の実態を調査をする

ことが研究的には必要と考える． 

また今後，汎用的な本調査フレームを用いた調査を多

くの地域や災害種別を対象に重ねることによって，リス

ク回避行動のなかでも避難行動に特徴的な心理プロセス

を把握するとともに，避難行動意図の促進に大きく寄与

する心理要因を明らかにしていきたい．また，個々の地

域や災害種別などによって異なる各コミュニティの防災

上の解決課題を浮き彫りにし，防災対策の検討に貢献で

きる調査フレームとして確立することをめざしていきた

い． 
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